ある聾学校教員の１ヶ月：バイリンガル教育はいかにして可能となるのか

加藤晃生

1)論点

・日本の公立ろう学校の教職員は、現在いかなる状況に置かれているのか？

・日本の公立ろう学校に手話バイリンガル教育を導入する為にはどれだけの費用が必要なのか？

　第162回国会において、手話を公立学校で教育言語として使用する事は、学習指導要領に反しないとの見解が示される
など、日本の聾教育は着実に「バイリンガル教育」に向かって進みつつあると言える。しかし、日本における従来の手話バイリンガル教育論は「手話法VS聴覚口話法」「日本手話VS対応手話・中間手話」「ろう文化VS聴者文化」などの党派対立的かつ理論面に偏った言説が多く、最も大事なお金の話が論じられないままであった。

　しかし、世の中にはコストをかけずに可能な変革とコストをかけなければ不可能な変革があり、手話バイリンガル教育の導入は明らかに後者に属するものである
。

　そこで、本報告では、バイリンガル教育を実施する為に必要な資金はどれほどになるのかを、特に労働力の面に注目し、公立の聾学校の教員が現在行っているさまざまな業務の分析をもとに考察する。
2)方法

　本報告が用いた手法は、対面調査の手法である。具体的には、ある聾学校教員の協力を仰ぎ、2004年6月1日から6月30日の間、インフォーマントが聾学校の教員としていかなる業務をいつ、どれだけの時間、行っていたかを記録してもらい、これを時系列順に並べた表を作成した。次に、この表をもとにして、業務内容ごとの労働時間数を算出した（表1）。単位は分である。なお、ある時間帯に複数の業務を同時並行的に行っていた場合には、時間を業務数で割り、小数点以下の端数を切り上げた。

　インフォーマントによれば、この時期の忙しさは1年間の中では最高でも最低でもなく、またインフォーマントの仕事量は所属する聾学校の教職員の中では平均的なものだとのことである。

　なお、インフォーマントに協力を依頼する際に、調査の目的もある程度説明された。

3)結果

　調査の結果、次のような事が明らかになった。すなわちインフォーマントにおいては、

· 2004年6月の総労働時間は14831分、およそ247.2時間であった。

· この月の出勤日は22日あり、1日8時間労働で計算して176時間である。つまりこの月のインフォーマントの時間外労働は71.2時間であり、出勤日1日あたり3.2時間強の時間外労働を行っている。

· 業務内容別の労働時間の内訳は次の通りである。すなわち、授業、授業準備など学業に関わる業務が6514分、およそ108.6時間。生徒の世話が1912分、およそ31.9時間。会議、打ち合わせなど教職員間の連絡業務が2569分、およそ42.8時間。書類作成等の事務が2739分、およそ45.7時間。その他未分類の業務が1097分、およそ18.3時間である。

· インフォーマントが出勤から退勤までに取ることのできた食事および休憩時間は414分、およそ6.9時間であり、出勤日1日あたりでは18.8分、およそ0.3時間である。

· インフォーマントが自宅にて行った業務は3320分、およそ55.3時間であり、これはインフォーマントの全労働時間の22.4%に相当する。

表1に用いられた用語の解説

	用語
	解説

	授業
	教室内で授業または試験を行っている時間。1校時は45分間。教室移動時間(5分間)はここに含まれる。

	授業準備・教材研究
	授業を行う為に必要な教材の研究及び作成、試験問題の作成及び採点に費やされた時間。

	通常の生徒対応業務
	日常的に行われている生徒の世話に要した時間。ホームルーム、部活動など。

	突発的な生徒対応業務
	本来想定されていない突発的なアクシデント（物を壊す、喧嘩をする、物を無くす、遅刻する等）を生徒が引き起こした際に、様々な後始末に費やされた時間。

	連絡行為
	会議や教職員間の非公式な連絡・相談に費やされた時間。

	事務処理
	書類作成や事務上の手続きに費やされた時間。

	その他
	片づけや非常勤講師の世話などに費やされた時間。

	食事・休憩
	勤務時間内の食事や休憩。

	残業時間
	8時間(480分間)を越え、校内で為された労働時間。

	自宅での作業
	帰宅後に行われた労働。


4)考察

· 聾学校の教員は日常業務の遂行、そして様々な書類作成、学校行事の準備、各種の逸脱行動を行った生徒への対応などに忙殺されており、授業の準備さえ満足に行えない状況下に置かれている。

· 聾学校の教職員が聾教育遂行において有効であるレベルの手話能力を習得する為の時間を勤務時間内に準備する事は、現状では不可能。

· 最も単純な解決法は、聾学校の教職員数を一時的に増員し、それによって生じた教職員の空き時間を手話学習に充てるというもの。

　

5)必要な職員定数増の試算

· 聾学校の教職員が履修すべき時間数を国立リハビリテーションセンター学院の手話通訳学科と同じく2400時間とし、教職員は毎週12時間、年間40週の手話学習を行うものとする。

· 年間の学習時間は480時間であるから、教職員は5年間で全ての学習を完了する。

· 週あたり平均で55時間の労働を全教員が実行する事で、現実の聾学校が運営されていると仮定。これが一律で43時間に減るので、この労働力を埋め合わせる為には、教職員およそ4人あたりに1人の割合で人数を増やす事になる。言い換えれば5年間、教職員定数を25%増やすならば、5年後には全ての教職員が2400時間の日本手話学習を完了した状態になる。

· 25%の補充人員を全てろう者教員で賄い、また手話学習コースを履修する教職員を、将来的にも聾教育の専門家として働きたいという者に限り、将来的に聾学校の教職員のうちに占めるろう者の割合を50%程度まで引き上げるとすると、手話学習コースの履修者は全体の50%で良い。

· 職員数50名の聾学校を想定し、何年で全ての教職員を手話バイリンガル対応の人材に置換出来るか計算してみる。当初の50名のなかにろう者教員は2名と仮定し、補充される教職員は、全てろう者とする。ろう者教員と手話学習コースを履修する聴者教職員は多の校種に異動しない。ろう者教職員は25名になった時点で補充を完了する。

　当初の48名の聴者教職員のうち25名が手話学習コースを履修するので、25名のおよそ25%増で6人を増員する。合計で56名体制である。

初年度　聴者教員　48名　ろう者教員　8名　（手話学習コース開始）

2年目　聴者教員　40名　ろう者教員　16名

3年目　聴者教員　35名　ろう者教員　21名

4年目　聴者教員　31名　ろう者教員　25名

5年目　聴者教員　31名　ろう者教員　25名　（手話学習コース完了。この年度限りで手話学習コースを履修しなかった聴者教員は全員異動。）

6年目　聴者教員　25名　ろう者教員　25名

　このように、全体では5年間、12%の人員増で済む事になる。これに加えて、手話学習の講師の人件費が5年間分必要になる。とはいえ、一応の手話バイリンガル教育体制を整えるのに必要な時間と費用は、案外少ないと言えるのではないか。都道府県あたり2校、教職員が100名としても、都道府県の財政負担は5年間で12人分の若手教職員の人件費であるから、１人雇うのに600万として5年間で3億6000万円、単年度で見れば7200万円である。プラス、先ほども指摘したように手話学習の講師の人件費を勘案しても、年間で1億を超える事は無いであろう。5年間増員した教職員は、その翌年度の採用を抑制する事でバランスを戻せば良い。
� 平成17年3月18日の文教科学委員会にて、浮島とも子議員の質問に対し、政府参考人の銭谷眞美は「聾学校の指導方法についてのお尋ねでございました。まず、いわゆる日本手話を使用することにつきましては、学習指導要領を含めて法的に何らの制約も存在しておりません。各学校において手話を含む多様なコミュニケーションの活用ということにつきましては何らの制度上の規制は存在をしていないということでございます。」と返答。


� CODAではない聴者が手話を身につけるには莫大な時間が必要であり、しかし職業人の時間は、お金を代価としてしか入手出来ない。つまりCODAではない聴者教員に手話を身につけさせる為には、これを雇う側が莫大なお金を払わなければならない。これはコストである。





